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令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

精神障害の労災認定事案におけるいじめ・暴力・ハラスメント並びに出来事と 

発症前 6 か月の時間外労働の類型に関する研究 
 

研究分担者 木内敬太 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】本研究の目的は、精神障害に関する労災認定事案について、認定された出来事の類

型と発症前 6 か月の時間外労働の類型の関連性の観点からいじめ・暴行（暴力）・ハラスメント

に関連した事案の実態を明らかにすることである。 

【方法】平成 23～29 年度に支給決定された精神障害事案 2,923 件及び、そのうち発症前 6 か

月の時間外労働の情報が得られた 2,441 件を分析対象とした。発症前 6 か月の時間外労働に

ついて、その強度のパターンを潜在クラス分析によって分類した。ロジスティック回帰分析を用

いて、死亡事案で多く認められる事案の属性や出来事を検討した。いじめ・暴力・ハラスメント

関連の出来事の組み合わせについて事例を踏まえて考察した。 

【結果】発症前 6 か月の時間外労働は、短時間外労働、中時間外労働、長時間外労働、超長

時間外労働の 4 群に分類することができた。ロジスティック解析の結果、出来事の類型と発症前

6 か月の時間外労働の類型はいずれも、死亡事案との有意な関連は認められなかった。各出

来事の有無については、特に、「同僚とのトラブルがあった」（OR（odds ratio）: 3.79）、「会社の

経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした」（OR: 3.41）の認定が死亡事案で多かった。 

【考察】年代、性別、業種、職種、疾患、認定された出来事など、事案の属性により、時間外労

働の長さや死亡事案の多さが異なることが示唆された。いじめ・暴力・ハラスメントを伴う事案は

全体的には短時間外労働であるが、一部は、長時間労働や仕事内容・量の変化や連続勤務と

関連していると考えられる。また、いじめ・暴力・ハラスメントを伴う事案では、死亡事案の割合が

少ないが、その理由については、今後詳細な検討が必要である。セレクションバイアスの影響も

想定されることから、非認定事案を含めた検討、前向きの調査や実験など、異なるデザインの

研究手法により、結果の再現性や因果関係の検証を行う必要がある。 

【この研究から分かったこと】発症前 6 か月の時間外労働は短時間外労働、中時間外労働、長

時間外労働、超長時間外労働の 4 群に分けられる。いじめ・暴力・ハラスメント関連の事案は、

短時間外労働に多く、時間外労働や過剰な業務負荷が関連するのは 20%程度。いじめ・暴力・

ハラスメントは、死亡事案では少ない。 

【キーワード】いじめ・ハラスメント・暴力、過労自殺、人間関係の問題 

 

研究分担者: 

吉川 徹（労働安全衛生総合研究所過労死

等防止調査研究センター・統括研究員） 

高橋正也（同センター・センター長） 

 

Ａ．目的 

精神障害に関する労災補償状況によれば

支給決定件数は増加傾向が続いており、特に

「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等の

パワーハラスメントを受けた」、「同僚等から、暴

行又は（ひどい）いじめ・嫌がらせを受けた」、

「セクシュアルハラスメントを受けた」は、出来

事別の認定件数で多くを占めている。このこと

から、いじめ、暴行（暴力）、ハラスメントに着目

して、防止策を検討することの意義は大きい。 

精神障害の発症プロセスには、特定の出来
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事が単独で負荷要因となることもあれば、複数

の出来事が複合的に負荷要因となることもある。

そこで、令和２年度の研究では、労災認定事

案を分類し、いじめ・暴力・ハラスメントが、単

独並びに他の出来事との組み合わせで生じた

事案の特徴を検討した 1)。本研究では、この類

型と発症前６か月の時間外労働との関連を検

討するとともに、これらとの関連を含めて、死亡

事案の特徴を明らかにすることを目的とする。 

 

Ｂ．方法 

1. 分析対象 

平成 23～29 年度に支給決定された精神障

害事案で、平成 23 年度策定の認定基準によ

って審査された 2,923 件及び、そのうち発症前

6 か月の時間外労働の情報が得られた 2,441

件を分析対象とした。 

2. 分析方法 

単一項目認定事案については頻度から、7

つの主要項目とその他に、また、複数項目認

定事案については潜在クラス分析を用いて 5

つに分類した 1)。発症前 6 か月の時間外労働

時間の類型についても、潜在クラス分析により、

統計的に分類を行った。潜在クラス分析は

Mplus 8.4 を用いて行った。 

特定の出来事の類型、発症前6か月の時間

外労働の類型、年代、性別、業種、職種、疾

患、個々の出来事の有無が死亡事案におい

て統計的に有意に多く経験されているかどうか

を検討するために、これらの変数を説明変数、

死亡事案かどうかを目的変数としてロジスティ

ック回帰分析を行った。解析には R 4.1.1 を用

いた。分析に際し、多重共線性に対処した。具

体的には、VIF（Variance Inflation Factor）が

10 以上になる項目をなくすため、出来事の分

類の単一項目認定のものすべて、決定件数の

少ない業種（農業，林業、複合サービス事業、

電気・ガス・熱供給・水道業、漁業、鉱業，採

石業，砂利採取業、公務（他に分類されるもの

を除く））、職種（運搬・清掃・包装等従事者、

農林漁業従事者、保安職業従事者）、疾患

（持続性気分（感情）障害、その他の気分（感

情）障害、恐怖症性不安障害、強迫性障害、

その他の重度ストレス反応、重度ストレス反応、

詳細不明、身体表現性障害、その他の神経症

性障害、その他の疾患）を説明変数から除外

した。また、死亡事案もしくは生存事案に分布

が完全に偏ってしまった説明変数（その他の

不安障害、大きな説明会や公式の場での発表

を強いられた、早期退職制度の対象となった、

同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越され

た、セクシュアルハラスメントを受けた）を説明

変数から除外した。さらに、年代は 10 代・20 代、

30 代・40 代、50 代以上（50 代・60 代・70 代を

含む）の 3 群に分けて解析を行った。 

いじめ・暴力・ハラスメントを伴う事案の全体

像を概観するために、生存事案と死亡事案の

それぞれについて、出来事の類型ごとに、いじ

め・暴力・ハラスメント関連の出来事 1) の頻度を

集計した。この集計には発症前 6 か月の時間

外労働は関わらないため、2,923 件すべての

データを用いて行った。 

いじめ・暴力・ハラスメント関連の事案につい

て、本研究で明らかになった類型や出来事の

組み合わせに沿って典型事例を抽出した。 

3. 倫理面での配慮 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会において審査され、承認を得

た う え で 行 っ た （ 通 知 番 号 ： 2020N04 、

2021N26）。 

 

Ｃ．結果 

1. データの概要 

分析対象としたデータ（2,441 件）の概要を

表 1 に示す。デモグラフィックな情報としては、

30 代・40 代、男性が多く、死亡事案は全体の

20%であった。業種では製造業、卸売業・小売

業、医療，福祉、運輸業，郵便業が多かった。

職種では、専門的・技術的職業従事者、事務

従事者、販売従事者、サービス職業従事者、

生産工程従事者が多かった。疾患では、うつ

病エピソード（46％）、適応障害（21％）、心的

外傷後ストレス障害（10％）の 3 つで事案の多

くを占めていた。発症前 6 か月間の時間外労

働の 1 か月あたりの平均は、58.16±47.04 時

間であった。全体としては、発症に近づくにつ

れて月の平均時間外労働時間は増加してい

た。発症から遠いものほど、時間外労働の情

報が不明の件数が多かった。 

本研究では、潜在クラス分析とロジスティック

回帰分析で扱うデータから、発症前 6 か月間

の時間外労働の情報が得られなかったデータ

を除外した。そこで、除外されたデータの出来

事の類型を確認した（表 2）。特に単一項目認

定の、労働時間以外の要素を中心とした出来

事で認定された事案が除外される傾向にあっ
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た（心理的負荷が極度のもの 99 件など）。 

2. 発症前 6 か月の時間外労働の類型 

潜在クラス分析の結果、発症前 6 か月の時

間外労働は、4 群に分類することができた。各

類型の発症前6か月の平均時間外労働は、段

階的に上がり、かつ、各類型内でも発症に近

づくにつれ漸増する傾向が認められた（図1）。

各群の 6 か月における月当たりの時間外労働

の平均±標準偏差は、14±12 時間、63±15

時間、108±19 時間、162±27 時間で、それぞ

れ、短時間外労働、中時間外労働、長時間外

労働、超長時間外労働と名付けた。各群には

それぞれ、1,002 件、779 件、515 件、145 件の

事案が含まれていた。 

3. 時間外労働の類型と各属性の関連 

時間外労働の類型と各属性の関連を表 3 に

示す。年代別では、いずれの群においても 30

代・40 代が最も多いが、10 代・20 代の被災者

では短時間外労働と中時間外労働の割合が

やや多く、50 代以上の被災者では、長時間外

労働と超長時間外労働の割合がやや多かっ

た。性別では、短時間外労働の割合は男女約

半数なのに対して、それ以外の群では、男性

の割合が 8 割以上であった。生死の別では、

中時間外労働以上では、やや死亡事案の割

合が高かった。 

業種別では、運輸業，郵便業、宿泊業，飲

食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業

は、長時間外労働と超長時間外労働の割合

が高かった。建設業は、短時間外労働の割合

が低かった。それ以外は、主に、短時間外労

働中心の業種（医療，福祉、サービス業（他に

分類されないもの）、教育，学習支援業など）、

中時間外労働中心の業種（製造業、情報通信

業、学術研究，専門・技術サービス業、不動産

業，物品賃貸業）が認められた。 

職種別では、輸送・機械運転従事者、運

搬・清掃・包装等従事者が長時間外労働と超

長時間外労働中心なのに対して、専門的・技

術的職業従事者、事務従事者、生産工程従

事者、農林漁業従事者では、短時間外労働と

中時間外労働中心であった。管理的職業従

事者は、短時間外労働の割合が少なかった。

建設・採掘従事者と保安職業従事者では、短

時間外労働と超長時間外労働の割合がどちら

も他群に比べて多かった。 

疾患との関連では、ある程度事案数の多い

疾患に関して、うつ病エピソード、反復性うつ

病障害は短時間外労働が少なく、逆に、恐怖

症性不安障害、その他の不安障害、急性スト

レス反応、心的外傷後ストレス障害、適応障害、

重度ストレスへの反応及び適応障害（下位分

類不明）、神経症性障害、ストレス関連障害及

び身体表現性障害（下位分類不明）では、短

時間外労働の割合が相対的に多かった。中時

間外労働やそれ以上の時間外労働は、双極

性感情障害、持続性気分（感情）障害、気分

（感情）障害（下位分類不明）、解離性（転換性）

障害、身体表現性障害で多い傾向にあった。

その他の重度ストレス反応、解離性（転換性）

障害、統合失調症、統合失調症型障害及び

妄想性障害では、短時間外労働と長・超長時

間外労働の割合が多かった。 

出来事との関連では、単一項目認定のもの

については、極度の長時間労働は長時間外

労働と超長時間外労働の割合が多く、「仕事

内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出

来事があった」は、中時間外労働の割合が多

かった。その他の単一項目認定は、短時間外

労働の割合が多かった。複数項目認定では、

恒常的長時間労働関連は短時間外労働の割

合が少なく、人間関係の問題中心と、傷病と惨

事中心は短時間外労働の割合が多かった。

仕事内容・量の変化や連勤中心は中時間外

労働、複合的な問題では長時間外労働の割

合が多かった。 

4．死亡事案における属性や出来事の経験 

 ロジスティック解析の結果を表 4 に示す。出

来事の類型と発症前 6 か月の時間外労働の

類型はいずれも、死亡事案との有意な関連は

認められなかった。各出来事の有無について

は、「同僚とのトラブルがあった」（OR（odds 

ratio）: 3.79）、「会社の経営に影響するなどの

重大な仕事上のミスをした」（OR: 3.41）、「自分

の昇格・昇進があった」（OR: 3.00）、「顧客や

取引先から無理な注文を受けた」（OR: 2.43）、

「達成困難なノルマが課された」（OR: 2.39）の

認定が死亡事案で有意に多かった。一方、

「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」（OR: 

0.27）、「上司とのトラブルがあった」（OR: 0.64）、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」（OR: 0.65）の認定が死亡事案において有

意に少なかった。 

 その他、死亡事案において多かったのは、

気分（感情）障害（下位分類不明）（OR: 21.88）、

男性（OR: 11.34）、反復性うつ病性障害（OR: 
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9.72）、うつ病エピソード（OR: 6.58）、管理的職

業従事者（OR: 2.77）、専門的・技術的職業従

事者（OR: 2.70）であった。また、死亡事案に

おいてばく露が少なかったのは、教育，学習

支援業（OR: 0.14）、生活関連サービス業，娯

楽業（OR: 0.19）、宿泊業，飲食サービス業

（OR: 0.21）、情報通信業（OR: 0.23）、輸送・

機械運転従事者（OR: 0.32）、サービス業（他

に分類されないもの）（OR: 0.34）、卸売業・小

売業（OR: 0.38）であった。 

5. いじめ・暴力・ハラスメント関連の出来事と

出来事の類型 

生存事案 2,405 件（全 2,923 件中）のうち、

いじめ・暴力・ハラスメント関連の出来事を伴う

ものは 1,567 事案であった（表 5）。いじめ・暴

力・ハラスメント関連の出来事は延べ 2,057 件

認められていた。「（ひどい）いやがらせ、いじ

め、又は暴行を受けた」の 47.6%は単一項目認

定されており、残りのうち 32％は人間関係の問

題中心、11.2％が恒常的長時間労働関連に

分類されていた。「セクシュアルハラスメントを

受けた」は、51.8％が単一項目認定、44％は

人間関係の問題中心に分類されていた。上司

とのトラブルは単一項目認定が 4.2％、複数項

目認定は、恒常的長時間労働関連、仕事内

容・量の変化や連勤中心、人間関係の問題中

心に分散していた。同僚とのトラブルは、単一

項目認定は 1.7％で、62.7％は人間関係の問

題中心であった。部下とのトラブルは 92.3％が

仕事内容・量の変化や連勤中心に分類されて

いた。「退職を強要された」は、単一項目認定

が 20％で、56.7%が人間関係の問題中心に分

類されていた。「配置転換があった」は、50.7%

が人間関係中心、27.2％が恒常的長時間労

働関連であった。「（重度の）病気やケガをした」

は、単一項目認定が 40.6％、傷病と惨事中心

が 47.1％で大半を占めていたが、一部（7.8％）

は、人間関係の問題中心に分類されていた。

一方、「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」

は、50.8％が単一項目認定、40.1％が傷病と

惨事中心であり、人間関係の問題中心は

2.8％であった。 

死亡生存事案 518 件（全 2,923 件中）のうち、

いじめ・暴力・ハラスメント関連の出来事を伴う

ものは 222 事案であった（表 6）。いじめ・暴力・

ハラスメント関連の出来事は延べ 278 件認めら

れていた。生存事案と異なり、「（ひどい）いや

がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」のうち単

一項目認定されていたのは 26.2％で、複数項

目認定は、恒常的長時間労働関連、仕事内

容・量の変化や連勤中心、人間関係の問題中

心に分散していた。上司とのトラブルも人間関

係の問題中心に分類されていた事案は少なく

（8.6％）、58.1％が仕事内容・量の変化や連勤

中心、29％が恒常的長時間労働関連であった。

「部下とのトラブルがあった」は、75％が仕事内

容・量の変化や連勤中心、「配置転換があった」

は、39.6％が恒常的長時間労働関連で、

37.7％は、仕事内容・量の変化や連勤中心で

あった。「同僚とのトラブルがあった」と「退職を

強要された」は、死亡事案においても人間関

係の問題中心に分類された事案の割合が多

かった（それぞれ 41.2％、53.8％）。「（重度の）

病気やケガをした」と「悲惨な事故や災害の体

験、目撃をした」は、死亡事案においては、半

数が単一項目認定、残りは、恒常的長時間労

働関連と傷病と惨事中心に分類されていた。

「（重度の）病気やケガをした」は、死亡事案に

おいても、件数は少ないながらも 9.5％（2 件）

は、人間関係の問題中心に分類されていた。 

6. 典型事例 

生存事案と死亡事案について、本研究で取

り上げた特徴ごとに典型事例の１つを提示す

る。各事案について、年代、性別、業種、職種、

疾患、生死の別、出来事の類型：認定された

出来事（心理的負荷の強度）、発症前６か月の

時間外労働の類型：発症前６か月の月当たり

の時間外労働時間の平均、出来事の概要をま

とめた。 

1)  生存事案 

① 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」が

単独で発生した事案 

40 代女性、医療，福祉、 

専門的・技術的職業従事者 

適応障害、生存事案 

単一項目認定： 

恒常的な長時間労働、（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた（強） 

短時間外労働：平均 12 時間 35 分/月 

勤続 10 年以上の被災労働者は、職場で優

越的な地位にある他職種の加害労働者か

ら、7 か月にわたって、威圧するような言動

を受けた。X-7 月ごろ、加害労働者と業務

で関わることが多くなる。書類を届けるたび

に威圧するような言葉をかけられた。X-3 月

には「他の職員と替われ」、「働かない職員
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は殺す」など、言葉使いはエスカレートして

いた。他にも、「邪魔だ」、「働かない奴は辞

めろ」等の言葉や、段ボールを蹴る、書類を

投げるように置くなどの行為があった。X

月、加害労働者は、被災労働者が加害労

働者について同僚と話しているのを聞いて

腹を立て、複数の同僚の前で強い口調で被

災労働者を非難した。これを契機に、不安、

不眠、動悸がするようになり、加害労働者に

対して恐怖を感じるようになった。同月医療

機関を受診し、診断を受けた。事業場では

当該職員のパワーハラスメントに関する会

議が開かれていたが、労災の防止には至ら

なかった。 

 

② 「セクシュアルハラスメント」が単独で発生し

た事案 

30 代女性、教育，学習支援業、事務従事者 

適応障害、生存事案 

単一項目認定： 

セクシュアルハラスメントを受けた（強） 

短時間外労働：平均 15 時間 15 分/月 

派遣先事業場において、正規職員で、被災

労働者よりも雇用関係上優越的な立場にあ

る同僚から、8 か月にわたりセクシュアルハ

ラスメントを受けた。抱きつかれるという身体

接触も 1 度確認された。事業主は、状況を

把握した後、加害労働者と被災労働者の接

触が起こらないようにという方針を決めた

が、徹底には至らず、部署変更などの対応

も行われなかった。最後にセクシュアルハラ

スメントを受けてから 2 か月後、勤務中に、

加害労働者と顔を合わせる可能性があるこ

とを知り、動悸や体の震えが生じた。その後

医療機関を受診し、診断を受けた。 

 

③ 「上司とのトラブル」を伴う「人間関係の問題

中心」の事案 

20 代男性、卸売業・小売業、事務従事者 

うつ病エピソード、生存事案 

人間関係の問題中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（中）、上司とのトラブルがあった（弱）、

会社の経営に影響するなどの重大な仕事

上のミスをした（弱）、業務に関連し、違法行

為を強要された（中）、仕事内容・仕事量の

（大きな）変化を生じさせる出来事があった

（中）、仕事のペース、活動の変化があった

（弱） 

中時間外労働：平均 47 時間 5 分/月 

X-10 月に入職。X-5 月に、店長の指示でフ

ォークリフトの運転をさせられた（違法行為

の強要）。X-4 月から、所定労働時間が 1 時

間伸びた（ペース、活動の変化）。X-3 月以

降、「本当に大学出たのか？その大学出て

これか？」、「大卒だから採ったのに」、「馬

鹿か」、「何か月たっても覚えられないな」、

「嫌なら辞めろ」など、業務指導の範囲を逸

脱していると思われる発言が店長から繰り

返し行われた（嫌がらせ、いじめ、又は暴

行）。それ以外にも業務指導の範囲内の叱

責を受けていた。X-2 月、店長や先輩が被

災労働者のことを会話の中でバカと呼んで

いるのを聞く（嫌がらせ、いじめ、又は暴

行）。このころから、不眠や食欲不振があっ

た。X-2 月と X-1 月には、店長の指示で、タ

イムカードを偽り、時間外労働を少なく報告

させられた（それぞれ 15 時間、10 時間程

度）（違法行為の強要）。X-1 月から、同僚

の休業に伴い、被災労働者の業務量が増

加した。月当たりの時間外労働は、66 時間

30 分や 45 時間 15 分から、96 時間 30 分に

増加した。X-1 月から頭痛、嘔吐、めまいが

出始め、X 月には自殺願望、精神的焦燥、

過呼吸発作が生じた。その後医療機関を受

診し、診断を受けた。 

 

④ 「配置転換」を伴う「人間関係の問題中心」

の事案 

20 代女性、宿泊業，飲食サービス業、 

専門的・技術的職業従事者 

適応障害、生存事案 

人間関係の問題中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（強）、配置転換があった（弱） 

短時間外労働：平均 18 時間 35 分/月 

X-7月に新卒採用され、2か月後（X-5月）、

最初の事業場に配属された。その 2 か月後

（X-3 月）に事業場が閉鎖となり、再び別の

事業場に配属された。配置転換自体は予

定されていたものであり、それにより対応で

きない業務を任されたわけではなかった。し

かし、2 度目に配属された職場で上司から

強い叱責や嫌がらせを受けた。「こんなこと
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もわからないのか」、「ゆっくり動いていない

で若者らしく動け」、「頭がおかしい」、「警察

沙汰の事件を起こしかねない」等の発言

や、被災労働者を無視して、わざわざ他の

職員に伝言させるなどの行為があった。X

月、「もうここにはいらないから出て行け」と、

帰るように執拗に強要された。その後医療

機関を受診し、診断を受けた。周りの職員

は、出来事を管理者に報告はするものの、

自分がターゲットにされることを恐れて、被

災労働者を擁護することはできなかった。加

害労働者に対しては、管理者からの指導が

あったが、改善されなかった。 

 

⑤ 「（重度の）病気やケガ」を伴う「人間関係の

問題中心」の事案 

40 代男性、製造業、生産工程従事者 

適応障害、生存事案 

人間関係の問題中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（強）、（重度の）病気やケガをした

（弱）、会社で起きた事故、事件について、

責任を問われた（弱） 

短時間外労働：平均 4 時間 10 分/月 

入職 2 年目。日常的に、上司から叱責を受

け、「馬鹿野郎」、「こんなこともできないなら

辞めちまえ」、「何もできない」、「もういなくて

いい」などと言われていた。また、ヘルメット

の上から平手で叩かれることもあった（嫌が

らせ、いじめ、又は暴行）。同様の言動は、

同僚からもあった。（嫌がらせ、いじめ、又は

暴行）。被災労働者自身も、酒臭い状態で

出勤し、フォークリフトでシャッターに衝突す

るようなことがあった。その他、X-9 月には塗

装作業中に異物が目に入り角結膜炎、X-5

月にパレットに足を挟んでケガをするなどが

あった（病気やケガ）。また、顧客からのクレ

ームに対して、名指しで犯人扱いされたこと

があったが、ペナルティーや責任追及はな

かった（責任を問われた）。X-1 月、同僚か

ら、ヘルメットを被った頭部を金属で叩か

れ、頭部裂傷を負った（嫌がらせ、いじめ、

又は暴行、病気やケガ）。それ以降、不安と

恐怖が強くなり、X 月に医療機関を受診し、

診断に至った。 

 

2)  死亡事案 

① 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」を

伴う「恒常的長時間労働関連」の事案 

30 代男性、金融業・保険業、 

専門的・技術的職業従事者 

うつ病エピソード、死亡事案 

恒常的長時間労働関連： 

恒常的な長時間労働、（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた（強） 

長時間外労働：平均 98 時間 34 分/月 

入職 7 年目。被災労働者は、企業融資を主

な業務としていたが、業務目標の達成がま

まならず、時間外労働や土曜日の休日出勤

が常態化していた。同僚からは、常時焦っ

たようで、忙しそうにしていると思われてい

た。上司から仕事に関して１時間に及ぶ一

方的な指導をほぼ毎日受けていた（嫌がら

せ、いじめ、又は暴行）。仕事のミスが増え

るようになり、指導の回数が１日複数回に及

ぶこともあった（嫌がらせ、いじめ、又は暴

行）。指導によって業務時間が削られ、目標

の達成が一層困難になっていった。その

後、精神障害を発症し、自殺に至ったとされ

る。 

 

② 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行」を

伴う「仕事内容・量の変化や連勤中心」の事案 

50 代男性、学術研究，専門・技術サービス

業、管理的職業従事者 

気分（感情）障害（下位分類不明）、 

死亡事案 

仕事内容・量の変化や連勤中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（弱）、仕事内容・仕事量の（大きな）変

化を生じさせる出来事があった（中）、2 週間

以上にわたって連続勤務を行った（中）、部

下とのトラブルがあった（弱）、会社で起きた

事故・事件について、責任を問われた（弱） 

中時間外労働：平均 42 時間 26 分/月 

入職 5 年目。X-5 月から X-4 月にかけての

2 か月間、人事制度の改変に向けて試行錯

誤を繰り返していた。その間、時間外労働

が 20 時間以上増え、1 か月 45 時間を超え

る月もあった（仕事内容・量の変化）。また、

2 週間に及ぶ連続勤務を行っていた。制度

の改変について、部下との間で考え方の違

いがあり、議論することがあった（部下とのト
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ラブル）。そして、X 月に自殺している。受診

歴はないが、職場外の友人や家族には体

調不良を訴えていた。発症前 6 か月の間に

は、職場のイベントで、事業主から、昇進に

関することで嫌味を言われることがあった

（嫌がらせ、いじめ、又は暴行）。また、事業

主から、重要な会議に遅れたことについて、

被災労働者の情報伝達に誤りがあったとし

て注意を受けることがあった（嫌がらせ、いじ

め、又は暴行）。その他、部下の役員報酬

に関する事務手続きにミスがあり、後処理を

行っていた（事故・事件について、責任を問

われた）。 

 

③ 「同僚とのトラブル」を伴う「人間関係の問題

中心」の事案 

20 代男性、製造業、生産工程従事者 

うつ病エピソード、死亡事案 

人間関係の問題中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（強）、同僚とのトラブルがあった（中） 

短時間外労働：平均 30 時間 48 分/月 

X-3 年に入職。1 年で正規職員になり、その

後 1 年半（X-1 年 6 月まで）、いくつかのグ

ループを転々としていた。最後に所属した

グループでは、仕事でミスをして、上司か

ら、「今度問題を起こしたらクビだ」などと厳

しく注意されることがあった（嫌がらせ、いじ

め、又は暴行）。また、同僚と喧嘩をし、「嘘

つき、くさい、気持ちわるい」などと、他の同

僚や新入社員の前で罵られることもあった

（嫌がらせ、いじめ、又は暴行）。この件につ

いて、上司は被災労働者をかばうことはな

く、「お前が悪いのでは？」と指摘した。その

他、上司からは、提案書の受け取り拒否

や、「お前なんてどこのグループも引き取っ

てくれない」と言われることもあった（嫌がら

せ、いじめ、又は暴行）。また、同僚との間で

は、被災労働者が同僚の間違いを上司に

報告したところ、当該同僚から「お前の方が

間違ってんだろ」と怒鳴られることがあった

（同僚とのトラブル）。立場上被災労働者が

指導を担当していた別の同僚からは、被災

労働者の指示が不明確だったためにケガを

したとして、「殺すぞ」と怒鳴られた（同僚と

のトラブル）。これらの出来事があった後、X

月、医療機関を受診して診断を受けるも、そ

の後すぐに自殺に至った。 

 

④ 「退職強要」を伴う「人間関係の問題中心」

の事案 

50 代男性、建設業、 

専門的・技術的職業従事者 

統合失調症、統合失調症型障害及び妄想

性障害、死亡事案 

人間関係の問題中心： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（中）、退職を強要された（中）、複数名

で担当していた業務を 1 人で担当するよう

になった 

短時間外労働：平均 28 時間/月 

入職から 2 年ほどたったころ（X-3 月）、事業

場の閉鎖に伴い解雇となった（退職強要）。

もともと賃金払いの遅れが発生しており、被

災労働者が支払いを求めると、事業主から

横領しろというのかと、理不尽に非難される

ことがあった（嫌がらせ、いじめ、又は暴

行）。閉鎖前は、同僚の解雇に伴い、その

人の分の仕事も担うことになったが、受注す

る仕事量が減っていたこともあり、仕事量の

増加は多くはなかった（複数人の業務を 1

人で担当）。X-2 月、医療機関を受診し、診

断を受けた。しかし、X 月、自殺に至った。 

 

Ｄ．考察 

1. 結果について 

 本研究では、心理的負荷としての出来事の

類型と発症前 6 か月の時間外労働の類型の

関連の観点から、精神障害事案におけるいじ

め・暴力・ハラスメントの特徴を検討した。その

結果、発症前 6 か月の時間外労働のパターン

が 4 類型に分けられ、類型と各属性との関連

が示された。また、死亡事案に多く含まれてい

る属性や出来事が明らかになった。さらに、い

じめ・暴力・ハラスメントに関連する出来事の認

定を含んだ事案のうち、いじめ・暴力・ハラスメ

ントが主たる心理的負荷の事案、時間外労働

や過重負荷が中心の事案、人間関係の問題

が中心の事案の割合を整理し、それぞれの典

型事例を提示することで、いじめ・暴力・ハラス

メントに関連する事案の特徴を示した。 

 発症前 6 か月の時間外労働の分類からは、

労災認定される事案において、発症前 6 か月

間の 1 月当たりの時間外労働は、少ない群で
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は 14±12 時間で、この群に含まれる事案が最

も多いことが示された。つまり、この群に含まれ

る事案の多くは、発症前 6 か月において月当

たり 2～26 時間程度の時間外労働であったと

考えられる。この結果は因果関係を示すもの

ではないが、可能性としては、時間外労働は、

この程度よりも少なくする、つまり、減らすだけ

ではなく、ほとんど無くした方が、労災の発生

を防ぐことができると考えられる。 

 本研究から、時間外労働と関連した事案の

特徴がいくつか明らかになった（表 3）。50 代

以降、男性、死亡事案、運輸業，郵便業、宿

泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，

娯楽業、建設業、輸送・機械運転従事者、運

搬・清掃・包装等従事者、管理的職業従事者

では、時間外労働の多い類型の割合が多かっ

た。このことから、これらの特徴を持つ労働者

では、特に時間外労働の削減が必要と考えら

れる。逆に、若年者、女性、上記以外の業種・

職種では、主に長時間労働以外の要因で労

災認定されていると言えることから、これらの属

性においては、いじめ・暴力・ハラスメントやそ

の他の人間関係の問題、病気やケガ、事故や

災害の体験・目撃などに注意する必要がある

と考えられる。 

 いじめ・暴力・ハラスメントと関連の強い人間

関係の問題として、上司とのトラブル、同僚と

のトラブル、退職の強要、配置転換、病気やケ

ガが挙げられた（表5・表6）。一方で、部下との

トラブルについては、92.3％が、仕事内容・量

の変化や連勤中心に分類されており、いじめ・

暴力・ハラスメントや人間関係の問題よりも、仕

事内容や量の変化と関連が強いことが示唆さ

れた。 

また、生存事案のいじめ・暴力・ハラスメント

に関連する出来事については（表 5）、「（ひど

い）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」は、

単一項目での認定が 217 件（47.6％）で、これ

らは程度が甚だしく、明らかないじめ・暴力・ハ

ラスメントの発生を示している。また、人間関係

の問題中心に分類された事案は 146 件（32％）

で、これらは、明らかないじめ・暴力・ハラスメン

トとは限らず、広く人間関係の問題を中心とし

た事案が含まれている。これらに対して、恒常

的時間外労働関連に分類された 51 件（11.2％）

や仕事内容・量の変化や中心に分類された 33

件（7.2％）は、いじめ・暴力・ハラスメントの程

度は様々であるが、時間外労働や、仕事の量

的・質的な負荷の増加を伴う事案が含まれて

いる。このように、いじめ・暴力・ハラスメントが

含まれる事案にも、それが単独で強い心理的

負荷と認められているものと、人間関係の問題

中心、恒常的長時間労働関連、仕事内容・量

の変化や連勤中心それぞれに含まれて認定さ

れているものがある。対策を考える際も、これら

の類型を考慮すると、より具体的な対策を考え

ることや、対策の優先順位を決めることが効率

的にできると考えられる。因果関係は定かでは

ないが、死亡事案では、恒常的長時間労働関

連や仕事内容・量の変化や連勤中心に分類さ

れる事案が多かったので、職場の自殺対策と

しては、いじめ・暴力・ハラスメントの防止と長

時間労働や仕事内容・量の変化、連続勤務対

策を並行すると有効かもしれない。 

 出来事の類型と死亡事案との関連は認めら

れなかった。出来事の類型については、先述

のように、事案を質的に理解するためには有

益であるが、少なくとも、死亡事案との関連の

観点からは、様々な要素が混在しているため

に関連が認められなかったと考えられる。例え

ば、人間関係の問題中心に分類される出来事

でも、「上司とのトラブルがあった」（OR: 0.64）

や「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた」（OR: 0.65）は、死亡事案では有意に少

なく認められたのに対して、「同僚とのトラブル

があった」（OR: 3.79）は、多く認められていた。

このように、人間関係の問題として関連して生

じる出来事が、必ずしも、死亡事案かどうかと

いう要素と同じように結びついているとは限ら

ないことが示唆された。 

発症前 6 か月の時間外労働の類型及び 1

月当たりの時間外労働時間の長さは、いずれ

も、死亡事案のオッズと有意な関連は認められ

なかった。少なくとも本研究で評価した精神障

害に関する労災認定事案の中では、死亡事

案において時間外労働が多いということはでき

ない。長時間労働が抑うつ症状や自殺念慮を

引き起こすという報告はあるが 2)、それは必ず

しも自殺企図につながるとは限らないのかもし

れない。また、本研究は、対象が労災認定事

案に限られており、一般の労働者を対象とした

研究と同等に結果を解釈することはできないと

いう側面もある。特定の疾患や男性であること

が死亡事案のオッズの増加と関連していたこと

を踏まえると、精神障害に関する労災事案に

おいては、死亡事案と時間外労働の長さの集
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計上の重なりは、直接の関連ではなく、疾患や

性別と死亡事案の関連を反映したものなのか

もしれない。 

 男性（OR: 11.34）や「会社の経営に影響する

などの重大な仕事上のミスをした」（OR: 3.41）、

「達成困難なノルマが課された」（OR: 2.39）、

「顧客や取引先から無理な注文を受けた」

（OR: 2.43）、「自分の昇格・昇進があった」

（OR: 3.00）などいくつかの出来事の有無は、

死亡事案のオッズ比の増加と有意に関連して

いた。男性の自殺率が高いことは、公衆衛生

の知見とも一致する 3)。また、仕事上のミス、達

成困難なノルマ、無理な注文、昇格・昇進の共

通点として、自分の対処能力を超える事態へ

の直面が挙げられる。統制不可能な状況に陥

り、絶望感を膨らませることが自殺につながっ

たと考えると、自殺の発生機序を説明するモデ

ルの 1 つである絶望理論と整合する 4)。専門

的・技術的職業従事者（OR: 2.70）と管理的職

業従事者（OR: 2.77）も死亡事案のオッズの増

加と関連していた。これらの職種は責任が重

大な傾向や、業務の難易度が高い傾向を考え

ると、出来事と同様に、統制不可能な状況に

絶望感を経験することが自殺につながるのか

もしれない。本研究の結果の再現性や因果関

係の検証は今後の課題ではあるが、男性への

支援や上記の出来事や職種への注意喚起や

サポートを充実させることは、精神障害に関す

る労災や自殺の予防に効果を発揮するかもし

れない。 

 いじめ・暴力・ハラスメントに関連する出来事

を始めとして、いくつかの出来事は、死亡事案

のオッズの低下と関連していた。特定の出来

事の経験が自殺の保護要因になるとは考えに

くい。可能性としては、ミスやノルマなどの仕事

上の困難に比べ、人間関係の問題や、事故や

災害の体験・目撃などは、他者や専門家に助

けを求めやすく、それが、死亡事案の少なさに

つながっているのかもしれない。一方、セレク

ションバイアスの影響で結果が歪んでいる可

能性も考えられる。つまり、仕事に直接関連す

ることではないために、個人的な問題とみなさ

れやすく、自殺があっても、労災として申請さ

れにくいことや、申請後の調査でも気づかれに

くいということがあるのかもしれない。 

 時間外労働や死亡事案との関連について、

疾患による違いが認められた。うつ病エピソー

ドや反復性うつ病性障害などの気分（感情）障

害は、時間外労働が多く、死亡事案において

多く認められる傾向があった。一方、身体表現

性障害は時間外労働が多く、神経症性障害、

ストレス関連障害は時間外労働が少ない傾向

があった。ただし、解離性（転換性）障害では、

時間外労働は多かった。もちろん、時間外労

働が少なければ、心理的負荷が極度のものや

事故や災害の体験・目撃を含めた時間外労働

以外の出来事で労災が認められている可能性

が高くなるので、相対的に、これらの出来事に

よって発症しやすいストレス関連障害の時間

外労働は低くなりがちということが想定される。

しかし、それ以外にも、抑うつ症状が多いと認

知機能が低下して時間外労働が増えることや、

不安障害があると欠勤が多くなり時間外労働

を含めた労働時間が少なくなることなど、時間

外労働と精神病理の関連について、いくつか

想定しうることがある。また、自殺についても、

精神症状の中でも、大うつ病性障害や双極性

障害は、物質乱用に次いで自殺リスクが高い

という報告がある 5)。今回確認されたような、労

災における時間外労働や自殺と精神病理との

関連について、精神医学的な観点からより詳

細に検討することで、過労死等の防止対策に

つながる可能性があるだろう。 

 本研究では、いじめ・暴力・ハラスメントに関

連した生存事案５つ、死亡事案４つの事例を

提示した。単独認定の事案は 2 つで、それぞ

れ「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた」と「セクシュアルハラスメントを受けた」が

認められており、どちらも明らかにいじめ・暴

力・ハラスメントに関連した事案と言える。その

他の生存事案は、人間関係の問題中心で、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」に加えて、「上司とのトラブルがあった」や

「配置転換があった」、「（重度の）病気やケガ

をした」が認められた事案である。中には、嫌

がらせ、いじめ、暴力のみで強い心理的負荷

が認められており、認定されうるものが含まれ

ているが、いずれも、いじめ・暴力・ハラスメント

の側面だけでなく、その他の人間関係の問題

やそれと関連した病気やケガの発生が確認で

きる。配置転換については、いじめ・暴力・ハラ

スメントを受けてから配置転換という事例がな

いとは言えないし、配置転換の前と後の両方

で、いじめ・暴力・ハラスメントやその他の人間

関係の問題を経験するという事例もありうる。し

かし、今回提示したように、配置転換後にいじ
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め・暴力・ハラスメントを受けるというのが典型

例と言える。病気やケガについては、提示した

事例は、被災者が日常的にケガをしやすい方

で、それもあって、業務指導を受けやすく、同

僚との関係も悪化しており、その度が過ぎたこ

とで、暴行を受け、さらにケガを負ったという事

例である。病気やケガについては、他にも、日

常的な人間関係の良不良は別として、病気や

ケガをした後に、いじめ・暴力・ハラスメントが

発生するという事例もありうる。つまり、病気や

ケガのきっかけとなった出来事への対処や、そ

の後の職場復帰に関する対応で被災者と上

司や同僚との人間関係が悪化し、いじめ・暴

力・ハラスメントに至るという場合である。病気

やケガについては、病気やケガをしやすい人

との人間関係や、病気やケガをした後の対応

に注意することで、こういった事例を防止する

ことができるだろうと考えられる。 

 死亡事案については、恒常的長時間労働関

連と仕事内容・量の変化や連勤中心のそれぞ

れに分類された事案で、「（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた」の認定を伴うもの

と、人間関係の問題中心に分類された事案で、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」と「同僚とのトラブルがあった」や「退職を強

要された」が認められた事案を提示した。前者

の 2 つは、長時間労働の影響が明らかであり、

特に、死亡事案の①は、上司の業務指導の範

囲を超えた執拗な叱責により労働時間が削ら

れ、時間外労働が増えていたという関連が明

らかである。死亡事案の②では、仕事量の変

化と事業主のハラスメントとの関連は明らかで

はないが、事業主と被災労働者との関係が良

ければ、業務の負担が過度になることや、自殺

に追い込まれることはなかったかもしれない。

死亡事案の③を見ると、嫌がらせ・いじめ・暴

力や上司トラブルではなく、同僚とのトラブル

においてのみ死亡事案のオッズが高まることも

納得がいくように思える。つまり、同僚とのトラ

ブルがあるということは、職場に居場所がなく、

絶望感や孤独感を感じて、自殺に至るというこ

とが想像できる。特に、嫌がらせ・いじめ・暴力

や上司トラブルが伴っていた場合はなおさらだ

ろう。死亡事案の④は、職場の閉鎖に伴い解

雇になった事案であるが、職場は続くけれども

退職を強要されたり、解雇されたりという事案も

多い。人間関係の問題中心に分類される事案

で、退職強要を伴う事案に共通しているのは、

職場の人間関係が悪いということである。同僚

との人間関係が悪く、いじめ・暴力・ハラスメン

トがある中で、上司も同僚の側につき、退職強

要に至ることもあれば、本事案のように、日常

的に上司との関係が悪く、いじめ・暴力・ハラス

メントがあり、その延長で、退職強要があるとい

うこともある。いずれにせよ、ハラスメント研修も

重要ではあるが、職場の人間関係を良好に保

ち、サポートし合える環境を作ることが、労災や

自殺の防止にとって重要であると考えられる。 

2. 対策についてのまとめ 

 以上をまとめると、本研究からは次のような過

労死等の防止策が考えられる。 

1) 6 か月平均で月当たり 2～26 時間でも

労災が多く発生していることを周知し、

時間外労働を削減する。 

2) 特に、50 代以上、男性、運輸業，郵便

業、宿泊業，飲食サービス業、生活関

連サービス業，娯楽業、建設業、輸送・

機械運転従事者、運搬・清掃・包装等

従事者、管理的職業従事者では、長時

間労働に注意する。 

3) 特に、40 代以下、女性、2) 以外の業

種・職種では、いじめ・暴力・ハラスメント、

その他の人間関係の問題、病気やケガ、

事故や災害の体験・目撃に注意する。 

4) 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行

を受けた」の 47.6％が単独認定、32％

は人間関係の問題中心、11.2％は恒常

的長時間労働関連、7.2％は仕事内容・

量の変化や連勤中心で認定されている

ことを意識し、出来事の組み合わせに

注意する。 

5) 「セクシュアルハラスメントを受けた」の

51.8％が単独認定、44％は人間関係の

問題中心で認定されていることを意識し、

出来事の組み合わせに注意する。 

6) いじめ・暴力・ハラスメントは、上司とのト

ラブル、同僚とのトラブル、退職強要、

配置転換、病気やケガとの関連が強い

ことを意識し、これらへの対策を並行し

て行う。 

7) 職場での自殺予防では、男性、専門

的・技術的職業従事者、管理的職業従

事者、輸送・機械運転従事者へのサポ

ートを充実させ、同僚とのトラブル、仕事

上のミス、昇格・昇進、顧客や取引先か

らの無理な注文、達成困難なノルマの
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経験を少なくするか、経験した際のサポ

ートの充実と対処力の向上を図る。 

3. 研究の限界と今後の課題 

本研究の限界点や結果の解釈における注

意点についてまとめる。まず、潜在クラス分析

やロジスティック回帰分析に使用したデータは、

発症前 6 か月の時間外労働の情報のないもの

を除外したために、一部データに偏りが生じて

いた。偏りは、認定された出来事に関するもの

で、年代、性別、業種、職種には顕著な偏りは

見られなかった。発症前 6 か月間の時間外労

働の情報は、特に単一項目認定で、長時間労

働に関わらない出来事で認定された場合に欠

損していることが多かった。また、発症から時

間が遠ざかるほど、欠損率が上がっていた。こ

れらの原因として、精神障害に関する労災認

定においては、発症前 6 か月間の時間外労働

を必ずしも調査する必要はなく、恒常的長時

間労働がある場合など、認定に関連する場合

に、関連する期間だけが調べられることが多い

からであると考えられる。その為、労働時間が

労災の認定に関連している事案ではデータが

欠損している可能性が低く、発症前 6 か月間

の時間外労働の情報全体の妥当性を損なうも

のではない。一方、心理的負荷が極度のもの、

病気やケガ、事故や災害の体験・目的、人間

関係の問題を主として認定された事案では、

時間外労働の調査が厳密にはなされておらず、

ロジスティック回帰分析等で、時間外労働に比

べて、他の出来事の影響が低く見積もられて

いる可能性がある。また、表 3 の時間外労働と

各属性との関連では、短時間外労働と労働時

間以外の要因の関連が実際よりも強く反映さ

れている可能性がある。それぞれの結果は、

低く見積もった場合、高く見積もった場合と考

えて、結果を理解すべきだろう。 

本研究の結果では、発症前 6 か月の時間外

労働は、各群において一定の増減の幅に収ま

っていて、大きな変化はなかった。これは、平

成 27、28 年度に支給決定された 158 件の死

亡事案に対してクラスター分析を行った先行

研究とは異なる結果であった 6)。本研究の方が

対象としたデータ数が多いので、精神障害に

関する労災の全体像としては、発症前 6 か月

の時間外労働はそれほど変わらないのではな

いかと思われる。しかし、少なくとも一部には、

発症前 2 か月から 1 か月にかけて時間外労働

が増加している事案があることは事実である。

このような時間外労働の変化については、事

案全体のうちどの程度で認められるのか、それ

が他の特徴とどう関連しているのかなど、別途

検証する必要があるだろう。 

本研究では、時間外労働と死亡事案との関

連は認められなかった。しかし、時間外労働の

長さ、特定の年代、男性であること、特定の業

種や職種、特定の疾患において、集計上は、

死亡事案の割合が多くなることはある。例えば、

30 代・40 代は、集計上は、死亡事案の割合が

高くなることが多いが、本研究の結果では、30

代・40 代は死亡事案のオッズの低下と関連し

ていた（OR: 0.53）。その理由として、管理的職

業従事者（OR: 2.77）の影響などを考慮に入れ

たためということが考えられる。また、時間外労

働の多い業種で、死亡事案の割合が高く認め

られることが多いが、本研究では、特定の業種

と死亡事案のオッズの増加との関連は認めら

れなかった。これについても、そのような業種

では男性の割合が多いために、見かけ上の死

亡事案が多くなっているということかもしれない。

このように、集計上では見えない変数間の関

連や影響力の違いがあることが示唆された。し

かし、本研究の結果の再現性については、別

の期間のデータを使うなどして確認される必要

がある。また、変数間の影響関係については、

前向きの観察研究や実験法など、因果関係を

検証することのできる方法で再検証される必要

がある。さらに、特に労災が認められた事案に

はセレクションバイアスがかかっている可能性

があるので、申請後労災が認められなかった

事案や、労災の申請がなされていない一般の

労働者を対象とした研究でも、時間外労働、

出来事、その他の属性、自殺の関連性を検討

する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、精神障害に関する労災におけ

るいじめ・暴力・ハラスメントの特徴を明らかに

するために、平成23～29年度に支給決定され

た精神障害事案 2,923 件及び、そのうち発症

前 6 か月の時間外労働の情報が得られた

2,441 件を対象として、認定された出来事の類

型と発症前 6 か月の時間外労働の類型の関

連性の検討及びこれらの側面を含めた死亡事

案の特徴の検討を行った。それにより、発症前

6 か月の時間外労働は短時間外労働、中時間

外労働、長時間外労働、超長時間外労働の 4
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群に分けることができ、いじめ・暴力・ハラスメ

ントが関連する事案は主に短時間外労働が多

いこと、いじめ・暴力・ハラスメントに関する事案

の 20%程度に時間外労働や過剰な業務負荷

が関連していること、いじめ・暴力・ハラスメント

は死亡事案では少ない傾向にあるが、男性、

特定の業種・職種、同僚とのトラブル、重大な

仕事上のミス、自分の昇格・昇進、達成困難な

ノルマなど一部の出来事との組み合わせで認

定された場合は、死亡事案の割合が多くなる

ことが明らかとなった。今後は、目的に応じて、

いじめ・暴力・ハラスメントだけではなく、人間

関係の問題全般や、長時間労働、仕事内容・

量の変化や連続勤務、死亡事案で多く認めら

れた男性や特定の業種・職種、一部の出来事

への対策を並行して進める必要がある。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

なし 
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表 1. 解析対象のデータの概要 

発症時年代   
10 代・20 代 514(21) 
30 代・40 代 1,478(61) 
50 代以上 449(18) 

性別  
⼥性 716(29) 
男性 1,725(71) 

⽣死  
⽣存事案 1,948(80) 
死亡事案 493(20) 

業種  
製造業 447(18) 
卸売業・⼩売業 335(14) 
医療，福祉 303(12) 
運輸業，郵便業 264(11) 
建設業 187(7.7) 
サービス業 

（他に分類されないもの） 167(6.8) 
宿泊業，飲⾷サービス業 164(6.7) 
情報通信業 153(6.3) 
学術研究， 
専⾨・技術サービス業 113(4.6) 
教育，学習⽀援業 66(2.7) 
⾦融業・保険業 55(2.3) 
不動産業，物品賃貸業 66(2.7) 
⽣活関連サービス業，娯楽業 57(2.3) 
農業，林業 16(0.7) 
複合サービス事業 20(0.8) 
電気・ガス・熱供給・⽔道業 14(0.6) 
漁業 4(0.2) 
鉱業，採⽯業，砂利採取業 3(0.1) 
公務 

（他に分類されるものを除く） 7(0.3) 
職種  

専⾨的・技術的職業従事者 593(24) 
事務従事者 471(19) 
販売従事者 265(11) 
サービス職業従事者 301(12) 
⽣産⼯程従事者 258(11) 
管理的職業従事者 190(7.8) 
輸送・機械運転従事者 165(6.8) 
建設・採掘従事者 89(3.6) 
運搬・清掃・包装等従事者 71(2.9) 
農林漁業従事者 17(0.7) 
保安職業従事者 21(0.9) 

疾患  
躁病エピソード 1(<0.1) 
双極性感情障害 50(2.0) 
うつ病エピソード 1,121(46) 
反復性うつ病性障害 41(1.7) 
持続性気分（感情）障害 9(0.4) 
その他の気分（感情）障害 2(<0.1) 
気分（感情）障害 
（下位分類不明） 91(3.7) 
恐怖症性不安障害 11(0.5) 

その他の不安障害 67(2.7) 
強迫性障害 1(<0.1) 
急性ストレス反応 85(3.5) 
⼼的外傷後ストレス障害 246(10) 
適応障害 513(21) 
その他の重度ストレス反応 6(0.2) 
重度ストレス反応、詳細不明 7(0.3) 
重度ストレスへの反応及び 
適応障害（下位分類不明） 67(2.7) 
解離性（転換性）障害 29(1.2) 
⾝体表現性障害 28(1.1) 
その他の神経症性障害 4(0.2) 
神経症性障害、ストレス関連 
障害及び⾝体表現性障害 
（下位分類不明） 

49(2.0) 

統合失調症、統合失調症型障害 
及び妄想性障害 12(0.5) 
その他の疾患 1(<0.1) 

発症前 6 か⽉間の時間外労働  
6 か⽉前 48.78±47.43 
不明 173 件 
5 か⽉前 52.01±48.65 
不明 140 件 
4 か⽉前 54.91±50.27 
不明 103 件 
3 か⽉前 58.60±52.46 
不明 67 件 
2 か⽉前 61.31±53.39 
不明 39 件 
1 か⽉前 67.53±60.24 
不明 4 件 
⽉当たりの平均 58.16±47.04 

出来事の類型  
単⼀項⽬での認定  

極度の⻑時間労働 186(7.6) 
⼼理的負荷が極度のもの 106(4.3) 
（重度の）病気やケガをした 61(2.5) 
悲惨な事故や災害の体験、 
⽬撃をした 152(6.2) 
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、 
⼜は暴⾏を受けた 172(7.0) 
セクシュアルハラスメントを 
受けた 69(2.8) 
仕事内容・仕事量の（⼤きな）
変化を⽣じさせる出来事が 
あった 

73(3.0) 

その他 148(6.1) 
複数項⽬の組み合わせでの認定  

恒常的⻑時間労働関連 591(24) 
仕事内容・量の変化や連勤中⼼ 454(19) 
⼈間関係の問題中⼼ 291(12) 
傷病と惨事中⼼ 126(5.2) 
複合的な問題 12(0.5) 

データ数は 2,441 件、 
連続変数は平均±標準偏差、離散数は件数(%)を⽰す 
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表 2. 除外された項目の出来事の類型 

単⼀項⽬認定   複数項⽬認定  
極度の⻑時間労働 12 件  恒常的な⻑時間労働 7 件 
⼼理的負荷が極度なもの 99 件  仕事内容・量の変化や連勤中⼼ 11 件 
（重度の）病気やケガ 76 件  ⼈間関係の問題中⼼ 36 件 
悲惨な事故や災害の体験、⽬撃 69 件  傷病と惨事中⼼ 55 件 
仕事内容・仕事量の（⼤きな）変化 61 件  複合的な問題 1 件 
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、⼜は暴
⾏ 

31 件    

セクシュアルハラスメント 3 件    
その他 21 件    

 

 

 

  
 

図 1．発症前 6 か月の時間外労働の 4 類型 
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表 3．時間外労働の類型と各属性の関連 

 短時間外労働 
1,002 件 

中時間外労働 
779 件 

⻑時間外労働 
515 件 

超⻑時間外労働 
145 件 

発症時年代     

10 代・20 代 236(24) 174(22) 82(16) 22(15) 
30 代・40 代 585(58) 484(62) 318(62) 91(63) 
50 代以上 181(18) 121(16) 115(22) 32(22) 

性別     

⼥性 482(48) 147(19) 74(14) 13(9.0) 
男性 520(52) 632(81) 441(86) 132(91) 

⽣死     

⽣存事案 896(89) 552(71) 389(76) 111(77) 
死亡事案 106(11) 227(29) 126(24) 34(23) 

業種     

製造業 197(20) 151(19) 84(16) 15(10) 
卸売業・⼩売業 143(14) 110(14) 67(13) 15(10) 
医療，福祉 207(21) 52(6.7) 37(7.2) 7(4.8) 
運輸業，郵便業 68(6.8) 78(10) 82(16) 36(25) 
建設業 58(5.8) 65(8.3) 49(9.5) 15(10) 
サービス業 
（他に分類されないもの） 78(7.8) 51(6.5) 31(6.0) 7(4.8) 
宿泊業，飲⾷サービス業 40(4.0) 37(4.7) 63(12) 24(17) 
情報通信業 37(3.7) 83(11) 24(4.7) 9(6.2) 
学術研究， 
専⾨・技術サービス業 35(3.5) 52(6.7) 22(4.3) 4(2.8) 
教育，学習⽀援業 32(3.2) 18(2.3) 13(2.5) 3(2.1) 
⾦融業・保険業 34(3.4) 16(2.1) 5(1.0) 0 
不動産業，物品賃貸業 18(1.8) 32(4.1) 12(2.3) 4(2.8) 
⽣活関連サービス業，娯楽業 18(1.8) 16(2.1) 17(3.3) 6(4.1) 
農業，林業 7(0.7) 5(0.6) 4(0.8) 0 
複合サービス事業 12(1.2) 5(0.6) 3(0.6) 0 
電気・ガス・熱供給・⽔道業 7(0.7) 6(0.8) 1(0.2) 0 
漁業 2(0.2) 1(0.1) 1(0.2) 0 
鉱業，採⽯業，砂利採取業 3(0.3) 0 0 0 
公務 
（他に分類されるものを除く） 6(0.6) 1(0.1) 0 0 

職種     

専⾨的・技術的職業従事者 242(24) 216(28) 111(22) 24(17) 
事務従事者 225(22) 152(20) 76(15) 18(12) 
販売従事者 109(11) 87(11) 58(11) 11(7.6) 
サービス職業従事者 131(13) 70(9.0) 75(15) 25(17) 
⽣産⼯程従事者 131(13) 79(10) 37(7.2) 11(7.6) 
管理的職業従事者 40(4.0) 68(8.7) 65(13) 17(12) 
輸送・機械運転従事者 39(3.9) 50(6.4) 51(9.9) 25(17) 
建設・採掘従事者 41(4.1) 25(3.2) 17(3.3) 6(4.1) 
運搬・清掃・包装等従事者 23(2.3) 23(3.0) 19(3.7) 6(4.1) 
農林漁業従事者 9(0.9) 6(0.8) 2(0.4) 0 
保安職業従事者 12(1.2) 3(0.4) 4(0.8) 2(1.4) 
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 短時間外労働 中時間外労働 ⻑時間外労働 超⻑時間外労働 
疾患     

躁病エピソード 1(<0.1) 0 0 0 
双極性感情障害 13(1.3) 21(2.7) 14(2.7) 2(1.4) 
うつ病エピソード 302(30) 408(52) 312(61) 99(68) 
反復性うつ病性障害 8(0.8) 17(2.2) 13(2.5) 3(2.1) 
持続性気分（感情）障害 1(<0.1) 3(0.4) 3(0.6) 2(1.4) 
その他の気分（感情）障害 0 0 0 2(1.4) 
気分（感情）障害 
（下位分類不明） 20(2.0) 52(6.7) 14(2.7) 5(3.4) 

恐怖症性不安障害 9(0.9) 1(0.1) 1(0.2) 0 
その他の不安障害 34(3.4) 15(1.9) 15(2.9) 3(2.1) 
強迫性障害 0 1(0.1) 0 0 
急性ストレス反応 75(7.5) 9(1.2) 1(0.2) 0 
⼼的外傷後ストレス障害 201(20) 33(4.2) 11(2.1) 1(0.7) 
適応障害 234(23) 163(21) 97(19) 19(13) 
その他の重度ストレス反応 3(0.3) 1(0.1) 2(0.4) 0 
重度ストレス反応、詳細不明 7(0.7) 0 0 0 
重度ストレスへの反応及び適応 
障害（下位分類不明） 42(4.2) 16(2.1) 7(1.4) 2(1.4) 

解離性（転換性）障害 9(0.9) 10(1.3) 6(1.2) 4(2.8) 
⾝体表現性障害 10(1.0) 9(1.2) 7(1.4) 2(1.4) 
その他の神経症性障害 0 3(0.4) 1(0.2) 0 
神経症性障害、ストレス関連 
障害及び⾝体表現性障害 
（下位分類不明） 

26(2.6) 15(1.9) 7(1.4) 1(0.7) 

統合失調症、統合失調症型障害 
及び妄想性障害 6(0.6) 2(0.3) 4(0.8) 0 

その他の疾患 1(<0.1) 0 0 0 
出来事の類型     

＜単⼀項⽬認定＞     

極度の⻑時間労働 5(0.5) 40(5.1) 80(16) 61(42) 
⼼理的負荷が極度のもの 95(9.5) 9(1.2) 2(0.4) 0 
（重度の）病気やケガをした 56(5.6) 5(0.6) 0 0 
悲惨な事故や災害の体験、 
⽬撃をした 135(13) 16(2.1) 1(0.2) 0 
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、 
⼜は暴⾏を受けた 136(14) 32(4.1) 4(0.8) 0 
セクシュアルハラスメントを 
受けた 62(6.2) 6(0.8) 1(0.2) 0 
仕事内容・仕事量の（⼤きな）
変化を⽣じさせる出来事が 
あった 

13(1.3) 44(5.6) 15(2.9) 1(0.7) 

その他 52(5.2) 45(5.8) 39(7.6) 12(8.3) 
＜複数項⽬認定＞     

恒常的⻑時間労働関連 38(3.8) 247(32) 259(50) 47(32) 
仕事内容・量の変化や連勤中⼼ 110(11) 233(30) 88(17) 23(16) 
⼈間関係の問題中⼼ 196(20) 80(10) 15(2.9) 0 
傷病と惨事中⼼ 100(10.0) 19(2.4) 6(1.2) 1(0.7) 
複合的な問題 4(0.4) 3(0.4) 5(1.0) 0 

件数 (属性ごとの％)。発症前 6 か⽉間の時間外労働の⽉当たりの平均±標準偏差：短時間外労働 14±12 時間、
中時間外労働 63±15 時間、⻑時間外労働 108±19 時間、超⻑時間外労働 162±27 時間 
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表 4．死亡事案における属性・出来事の出現に関するロジスティック回帰分析の結果 

 ⾮標準化 
推定値 

標準 
誤差 p 値 オッズ

⽐ 95%下限 95%上限 
切⽚ -4.52 0.75 <0.01 0.01 0.00 0.04 
年代       

30 代・40 代 -0.63 0.18 <0.01 0.53 0.38 0.75 
50 代以上 -0.53 0.22 0.01 0.59 0.38 0.90 

性別       
男性 2.43 0.30 <0.01 11.34 6.54 21.01 

業種       
卸売業・⼩売業 -0.97 0.47 0.04 0.38 0.15 0.96 
サービス業 
（他に分類されないもの） -1.07 0.50 0.03 0.34 0.13 0.92 
宿泊業，飲⾷サービス業 -1.54 0.57 0.01 0.21 0.07 0.65 
情報通信業 -1.46 0.50 <0.01 0.23 0.09 0.62 
教育，学習⽀援業 -1.97 0.69 <0.01 0.14 0.03 0.52 
⽣活関連サービス業，娯楽業 -1.68 0.68 0.01 0.19 0.05 0.68 

職種       
専⾨的・技術的職業従事者 0.99 0.41 0.02 2.70 1.23 6.26 
管理的職業従事者 1.02 0.42 0.01 2.77 1.25 6.48 
輸送・機械運転従事者 -1.12 0.52 0.03 0.32 0.12 0.89 

疾患       
うつ病エピソード 1.88 0.43 <0.01 6.58 3.05 16.57 
反復性うつ病性障害 2.27 0.56 <0.01 9.72 3.38 30.54 
気分（感情）障害（下位分類不明） 3.09 0.50 <0.01 21.88 8.71 62.03 

出来事       
悲惨な事故や災害の体験、⽬撃 
をした -1.30 0.65 0.05 0.27 0.06 0.86 
会社の経営に影響するなどの 
重⼤な仕事上のミスをした 1.23 0.26 <0.01 3.41 2.07 5.67 
達成困難なノルマが課された 0.87 0.31 <0.01 2.39 1.32 4.37 
顧客や取引先から無理な注⽂ 
を受けた 0.89 0.44 0.04 2.43 1.04 5.84 
⾃分の昇格・昇進があった 1.10 0.40 0.01 3.00 1.38 6.56 
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、 
⼜は暴⾏を受けた -0.43 0.21 0.04 0.65 0.43 0.98 
上司とのトラブルがあった -0.45 0.18 0.01 0.64 0.45 0.91 
同僚とのトラブルがあった 1.33 0.40 <0.01 3.79 1.72 8.16 

＜調整変数（⾮有意）＞ 出来事の組み合わせ：恒常的⻑時間労働関連、仕事内容・量の変化や連勤中⼼、⼈間関係の問題中⼼、傷病と惨事中
⼼、複合的な問題。発症前 6 か⽉の時間外労働の類型：中時間外労働（63±15）、⻑時間外労働（108±19）、超⻑時間外労働（162±27）。
業種：製造業、医療，福祉、運輸業，郵便業、建設業、学術研究，専⾨・技術サービス業、⾦融業・保険業、不動産業，物品賃貸業。職種：事
務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、⽣産⼯程従事者、建設・採掘従事者。疾患：双極性感情障害、急性ストレス反応、⼼的外傷後ス
トレス障害、適応障害、重度ストレスへの反応及び適応障害（下位分類不明）、解離性（転換性）障害、神経症性障害、ストレス関連障害及び
⾝体表現性障害（下位分類不明）。出来事：極度の⻑時間労働、⼼理的負荷が極度のもの、恒常的な⻑時間労働、（重度の）病気やケガをし
た、業務に関連し、重⼤な⼈⾝事故、重⼤事故を起こした、会社で起きた事故・事件について、責任を問われた、⾃分の関係する仕事で多額の
損失等が⽣じた、業務に関連し、違法⾏為を強要された、ノルマが達成できなかった、新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になっ
た、顧客や取引先からクレームを受けた、上司が不在になることにより、その代⾏を任された、仕事内容・仕事量の（⼤きな）変化を⽣じさせ
る出来事があった、1 か⽉に 80 時間以上の時間外労働を⾏った、2 週間以上にわたって連続勤務を⾏った、勤務形態に変化があった、仕事のペ
ース、活動の変化があった、配置転換があった、転勤をした、複数名で担当していた業務を 1 ⼈で担当するようになった、⾮正規社員であると
の理由等により、仕事上の差別、不利益取扱いを受けた、部下が減った、⾮正規社員である⾃分の契約満了が迫った、部下とのトラブルがあっ
た、理解してくれていた⼈の異動があった、上司が替わった。発症前 6 か⽉の時間外労働の平均 
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表 5．いじめ・暴力・ハラスメント関連の出来事と出来事の類型の関連【生存事案】 

  

(ひどい) 
嫌がらせ、 
いじめ、⼜ 
は暴⾏を 
受けた 
456 件 

セクシュ 
アルハラ 
スメント 
を受けた 
193 件 

上司との 
トラブル 
があった 
358 件 

同僚との 
トラブル 
があった 

59 件 

部下との 
トラブル 
があった 

26 件 

退職を 
強要 

された 
90 件 

配置転換 
があった 
136 件 

(重度の) 
病気や 
ケガを 
した 

308 件 

悲惨な 
事故や 
災害の 
体験、 
⽬撃を 
した 

431 件 

単
⼀
項
⽬
認
定 

（重度の）
病気やケガ

をした 
125 事案 

0 0 0 0 0 0 0 125 0 

- - - - - - - (40.6) - 
悲惨な事故
や災害の 

体験、⽬撃
をした 

219 事案 

0 0 0 0 0 0 0 0 219 

- - - - - - - - (50.8) 

（ひどい）
嫌がらせ、
いじめ、⼜
は暴⾏を 
受けた 

217 事案 

217 0 0 0 0 0 0 0 0 

(47.6) - - - - - - - - 

セクシュ 
アルハラス 
メントを 
受けた 

100 事案 

0 100 0 0 0 0 0 0 0 

- (51.8) - - - - - - - 

その他 
39 事案 

0 0 15 1 0 18 5 0 0 

- - (4.2) (1.7) - (20) (3.7) - - 

複
数
項
⽬
認
定 

恒常的 
⻑時間労働 

関連 
207 事案 

51 4 93 7 2 10 37 10 26 

(11.2) (2.1) (26) (11.9) (7.7) (11.1) (27.2) (3.2) (6) 
仕事内容・ 
量の変化や 
連勤中⼼ 
180 事案 

33 0 121 9 24 7 20 1 0 

(7.2) - (33.8)  (92.3) (7.8) (14.7) (0.3) - 

⼈間関係の 
問題中⼼ 
291 事案 

146 85 110 37 0 51 69 24 12 

(32) (44) (30.7) (62.7) - (56.7) (50.7) (7.8) (2.8) 

傷病と惨事 
中⼼ 

178 事案 

3 0 9 2 0 0 3 145 173 

(0.7) - (2.5) (3.4) - - (2.2) (47.1) (40.1) 

複合的な 
問題 

11 事案 

6 4 10 3 0 4 2 3 1 

(1.3) (2.1) (2.8) (5.1) - (4.4) (1.5) (1) (0.2) 

データ数は 2057 件（1567 事案）。件数（列に対する%） 
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表 6．いじめ・暴力・ハラスメント関連の出来事と出来事の類型の関連【死亡事案】 

  

(ひどい) 
嫌がらせ、 
いじめ、⼜ 
は暴⾏を 
受けた 
61 件 

上司との 
トラブルが 

あった 
93 件 

同僚との 
トラブルが 

あった 
17 件 

部下との 
トラブルが 

あった 
16 件 

退職を 
強要された 

13 件 

配置転換が 
あった 
53 件 

（重度の） 
病気やケガ 

をした 
21 件 

悲惨な事故 
や災害の 

体験、⽬撃 
をした 

4 件 

単
⼀
項
⽬
認
定 

（重度の） 
病気やケガ 

をした 
12 事案 

0 0 0 0 0 0 12 0 

- - - - - - (57.1) - 
悲惨な事故 
や災害の 

体験、⽬撃 
をした 
2 事案 

0 0 0 0 0 0 0 2 

- - - - - - - (50) 

（ひどい） 
嫌がらせ、 
いじめ、⼜ 
は暴⾏を 
受けた 
16 事案 

16 0 0 0 0 0 0 0 

(26.2) - - - - - - - 

その他 
5 事案 

0 2 0 0 0 3 0 0 

- (2.2) - - - (5.7) - - 

複
数
項
⽬
認
定 

恒常的 
⻑時間労働 

関連 
57 事案 

13 27 1 3 3 21 4 1 

(21.3) (29) (5.9) (18.8) (23.1) (39.6) (19) (25) 
仕事内容・ 
量の変化や 
連勤中⼼ 
93 事案 

15 54 8 12 3 20 0 0 

(24.6) (58.1) (47.1) (75) (23.1) (37.7) - - 

⼈間関係の 
問題中⼼ 
32 事案 

16 8 7 0 7 9 2 0 

(26.2) (8.6) (41.2) - (53.8) (17) (9.5) - 

傷病と惨事 
中⼼ 

3 事案 

0 0 0 0 0 0 3 1 

- - - - - - (14.3) (25) 

複合的な 
問題 

2 事案 

1 2 1 1 0 0 0 0 

(1.6) (2.2) (5.9) (6.3) - - - - 

データ数は 278 件（222 事案）。件数（列に対する%） 
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